賃料債権の可分性と賃料債務の不可分性 (1) by 平林 美紀






































































































































































































民録 26輯 2062頁(以下 f大審院大正 9年判決Jという。)である 18)。この事件で



































































[ 1 ] 東京地判紹和45年7月16日判時613号69頁

























[ 2 ] 東京地判昭和47年12F.l 22臼半日時708号59貰
































































































































































































































































































































































2) 大判大正 11年 11月 24日民集 1巻 670頁。
3) 我妻栄『新llJ債権総論(民法講義IVH(岩波著書1古， 1964年)391頁，星野英一
『民法概論 III(僚機総論)(補訂版).8(良書普及会， 1992年)154頁，奥問昌道『債
権総論〔増補版).ll(悠々 社， 1992年)340頁， JlI井健『民法概論3(債権総論) (第
2版).ll(有斐閣， 2005年)172夏以下等参照。
4) 長室判平成 17年 9月8日民集59巻7号 1931頁。以下 f最高裁平成 17年判決j と
いう。
5) 最判平成 17年判決の判例評釈として，尾島茂樹 f平日批JLEX/DBインターネッ
ト速報室重要判例l解説No.2005ω010(悶「半時七J金沢48巻2号 [2006年)282頁以
下に転載)，高橋良昨日批JNBL 819号 (2005年)4 Jr以下，渡辺隆生 f半日批j金
法 1753号 (2005年)4賞以下，丸山絵美子 f判批J法セ 613号 (2006年) 120 
頁，前田陽一 i#U批j金事U1235号 (2006年)7 Jr以下，福田誠治「判評jセレク
3ヲ5
ト2005(法教 306号別冊付録) (2006年)26頁，河津博史 f判批J銀法 657号
(2006年)53頁，横山弘「判批J調停時報 163号 (2006年)67頁以下，野口恵三
「半日批JNBL 831号 (2006年)91頁以下，道垣内弘人 f判批j ジュワ 1313号
(2006年)90 ]ま以下，石畝剛士「判批j法学 70巻3号 (2006年)149支以下，7]<














8) 格安手夫「分割債権関係・不可分債権関係の解釈論J隠 f椿寿夫著作集1 多数当
事者の僚機関係~ (信山手士， 2006年)344 Ji参照(初出は，街村信雄編『注釈民法
(11)債権 (2)J [有斐閣， 1965年))0 (以下での引用は，主として著作集による。)
9) 批判を概観するものとして，椿・前掲注 8)引用文献 350夏以下参照。




より分割債務になるとした判例(大判明治 44年 2月24日民録 17輯 74頁)があ
る。




(たとえば 360頁参照)。奥田・前掲注 3)引用書 340頁は，椿説に依拠して債権者
の危倹を説く。給付を受けられない危険をど指摘する向旨の見解として，鈴木禄弥
『債権法講義四訂版J(創文社， 2001年)487頁参照。これらに対して， ~草野・前








16) 椿寿夫「多数当事者の僚権関係 (2)J同『椿美子夫著作集1 多数当事者の僚機関
係j (イ雪山社， 2006年)483頁(初出は，谷口知平=加藤一郎編『民法例題解説
IU[有斐閣， 1959年J)。




18) 右近健男「民法898条・ 899条(遺産共有)J広中俊雄ロ星野英一編 f民法典の





























32) 我妻栄『債権各論上巻(民法講義 Vl).l(岩波書感， 1954年)187頁。下級審裁
判例ではあるが，実務においても共悶賃貸人の一人による解除は無効であると解さ
れている(東京高判昭和 35年8月1日下民集 11巻 8号 1621頁，仙台高判昭和43
年8月12白下民集 19巻 7=8号472頁参照)。























39) 東京高判昭和 32年8月24B下民集8巻 8号 1597頁参照。売翼による賃貸人の
地位の承継の毒草案であるが，参考になるものと恩われる。




























48) 椿・前掲注 16)引用箇所および内問・前掲注5)引用文献 19頁参照。
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